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大阪市建築物の環境配慮に関する条例施行規則                 
制  定 平成 24年３月 30日 規則第 90号 

最近改正 令和 ７年３月 26日 規則第 15号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、大阪市建築物の環境配慮に関する条例（平成 24年大阪市条例第 10

号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（特定環境配慮建築物等の範囲） 

第２条 条例第２条第５号、第７号及び第９号の市規則で定める建築物は、一戸建ての

住宅及び長屋並びに建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行令（平成

28年政令第８号）第４条第２項各号及び第３項各号に掲げる建築物以外の建築物とす

る。 

 

（条例第６条の２第２項の市規則で定める設備） 

第３条 条例第６条の２第２項の市規則で定める設備は、次のとおりとする。 

(1) 太陽光を利用する設備 

(2) 風力を利用する設備 

(3) 水力を利用する設備 

(4) 地熱を利用する設備 

(5) 太陽熱を利用する設備 

(6) エネルギー供給事業者によるエネルギー源の環境適合利用及び化石エネルギー原

料の有効な利用の促進に関する法律施行令（平成 21年政令第 222号）第４条第７号

に規定するバイオマスを利用する設備 

(7) 前各号に掲げるもののほか、市長が定める設備 

 

（建築物環境計画書等の届出） 

第４条 条例第７条第１項又は第２項の規定による届出は、第１号様式による建築物環

境計画書を提出して行わなければならない。 

２ 条例第７条第１項又は第２項の規定による届出は、当該各項に規定する工事に着手

する日の 21 日前までに行わなければならない。 

３ 条例第７条第３項の規定による届出は、第２号様式による建築物環境評価書を提出

して行わなければならない。 

  

（建築物環境計画書等の公表） 

第５条 条例第７条第４項（条例第８条第２項、第９条第２項及び第 10条第２項におい

て準用する場合を含む。以下この項において同じ。）の規定による公表は、条例第７

条第４項に規定する概要を記載した文書を公衆の縦覧に供するとともに、インターネ

ットを利用して閲覧に供する方法により行う。 

２ 前項の縦覧は、大阪市計画調整局において、５年間行うものとする。 

 

（建築物環境計画書の変更の届出等） 

第６条 条例第８条第１項の規定による届出は、条例第７条第１項第１号から第３号ま

でに掲げる事項、同項第９号に掲げる事項（建築物環境性能表示の広告への表示内容

を除く。）及び同項第 10号に掲げる事項又は同条第２項第１号から第３号までに掲げ

る事項、同項第７号に掲げる事項（建築物環境性能表示の広告への表示内容を除

く。）及び同項第８号に掲げる事項の変更にあっては変更をしようとする日の 15日前

までに、同条第１項第４号に掲げる事項、同項第５号に掲げる事項（次項に規定する
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変更に係るものを除く。）、同項第６号から第８号までに掲げる事項及び同項第９号

に掲げる事項（建築物環境性能表示の広告への表示内容に限る。）又は同条第２項第

４号に掲げる事項、同項第５号に掲げる事項（次項に規定する変更に係るものを除

く。）、同項第６号に掲げる事項及び同項第７号に掲げる事項（建築物環境性能表示

の広告への表示内容に限る。）の変更にあっては変更に係る工事に着手する日の 15日

前までに、第３号様式による建築物環境計画変更届出書を提出して行わなければなら

ない。 

２ 条例第８条第１項ただし書の市規則で定める変更は、条例第７条第１項第５号又は

第２項第５号に掲げる事項の変更で、その変更により同条第１項第６号の評価結果、

同項第７号の適合状況及び同項第８号の検討の結果又は同条第２項第６号の評価結果

に変更がないものとする。 

 

（新築等の取りやめの届出） 

第７条 条例第９条第１項の規定による届出は、条例第７条第１項又は第２項に規定す

る工事を取りやめた日以後速やかに、第４号様式による建築物環境計画中止届出書を

提出して行わなければならない。 

 

（工事完了の届出） 

第８条 条例第 10条第１項の規定による届出は、条例第７条第１項又は第２項に規定す

る工事が完了した日から 15日以内に、第５号様式による建築物工事完了届出書を提出

して行わなければならない。 

 

（資格） 

第９条 条例第 11条の市規則で定める資格は、建築物の総合的な環境性能を客観的に評

価するために必要な知識及び技能を有する者として一般財団法人住宅・建築ＳＤＧｓ

推進センターが作成する名簿に登録されることとする。 

 

（広告中に建築物環境性能表示の表示を要しない特定環境配慮建築物） 

第 10条 条例第 12条第１項の市規則で定める特定環境配慮建築物は、条例第７条第１

項に規定する工事が完了した日から起算して３年を経過した特定環境配慮建築物とす

る。 

 

（建築物環境性能表示の表示） 

第 11条 条例第 12条第１項及び第２項並びに第 15条第１項から第４項までの市規則で

定める広告は、次に掲げる広告であって、価格及び間取りが表示されるものとする。 

(1) 新聞紙、雑誌、ビラ、パンフレットその他これらに類するものに掲載される広告

（その占める面積が 62,370平方ミリメートル以下である広告を除く。） 

(2) フィルム若しくはビデオテープ、ビデオディスク、シー・ディー・ロムその他電

磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができ

ない方式で作られる記録をいう。）に係る記録媒体又は電気通信設備を利用する広

告であって、市長が別に定めるもの 

 

（建築物環境性能表示の表示の届出） 

第 12条 条例第 13条（条例第 16条において準用する場合を含む。）の規定による届出

は、当該規定による表示をした日から 15日以内に、第６号様式による建築物環境性能

表示（変更）届出書を提出して行わなければならない。 

 

（大阪市建築物環境配慮推進委員会） 
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第 13条 大阪市建築物環境配慮推進委員会（以下「委員会」という。）に委員長を置

き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、議事その他の会務を総理する。 

３ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長の指名する

委員がその職務を代理する。 

４ 委員会の会議は、委員長が招集する。 

５ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

６ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決すると

ころによる。 

７ 委員会は、必要があると認めるときは、委員会の会議に関係者の出席を求め、その

意見又は説明を聴くことができる。 

８ 委員会の庶務は、計画調整局において処理する。 

９ 条例及びこの規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長

が定める。 

 

（施行の細目） 

第 14条 この規則の施行に関し必要な事項は、計画調整局長が定める。 

 

附 則 

この規則は、平成 24年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成 25年３月 29日 規則第 136号） 

この規則は、平成 25年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成 26年 12月 26日 規則第 215号） 

この規則は、平成 27年４月１日から施行する。ただし、第２条の改正規定は、公布の

日から施行する。 

 

附 則（平成 29年３月 24日 規則第 13号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成 29年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前の大阪市建築物の環境配慮に

関する条例施行規則第６号様式による用紙は、この規則による改正後の大阪市建築物

の環境配慮に関する条例施行規則の規定にかかわらず、当分の間なおこれを使用する

ことができる。 

 

附 則（平成 30年３月 30日規則第 54号） 

（施行期日） 

この規則は、平成 30年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和元年５月 31日規則第 3号） 

（施行期日） 

この規則は、令和元年５月 31日から施行する。 

 

  附 則（令和３年３月 31日規則第 49号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第１条、第３条、第４条、第９条、

第 30条、第 33条から第 36条まで、第 40条、第 43条、第 47条、第 51条、第 52条
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及び第 60条から第 63条まで並びに次項及び附則第４項の規定は、令和３年４月１日

から施行する。 

３ この規則の施行の際現に存する第２条、第 28条、第 38条、第 39条、第 44条から

第 46条まで、第 48条、第 49条、第 56条から第 58条まで及び第 65条の規定（以下

この項において「各改正規定」という。）による改正前の次の各号に掲げる規則に定

める様式による用紙は、各改正規定による改正後の当該各号に掲げる規則の規定にか

かわらず、当分の間なおこれを使用することができる。 

(1) 大阪市認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する規則 

(2) 大阪市特定非営利活動促進法施行細則 

(3) 大阪市霊園条例施行規則 

(4) 大阪市立納骨堂条例施行規則 

(5) 開発許可の手続に関する規則 

(6) 大阪市開発登録簿閲覧規則 

(7) 大阪市優良宅地及び優良住宅認定事務施行細則 

(8) 大阪市エリアマネジメント活動促進条例施行規則 

(9) 大阪市うめきた先行開発地区エリアマネジメント活動事業分担金条例施行規則 

(10) 大阪市工業保全地区内における建築物の制限に関する条例施行規則 

(11) 大阪市平野郷地区地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例施行規則 

(12) 大阪市建築物の環境配慮に関する条例施行規則 

(13) 大阪市文化財保護事業補助金交付規則 

 

附 則（令和３年 10月 28日規則第 129号） 

（施行期日） 

この規則は、令和３年 11月１日から施行する。 

 

附 則（令和５年３月 31日規則第 58号） 

（施行期日） 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和６年３月 29日規則第 69号） 

（施行期日） 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和７年３月 26日規則第 15号） 

（施行期日） 

この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

 

  



- 133 - 

 

建築物環境計画書 
年  月  日 

 

大阪市長  様 

 

届出者 住 所 

氏  名                

（法人にあっては、その名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名） 

 

大阪市建築物の環境配慮に関する条例（以下「条例」という。）第７条第１項又は第

２項の規定により、次のとおり届け出ます。 

建 築 物 

の 名 称 
 

建 築 物 の 

所  在  地 
大阪市    区 

設 計 者 の 氏 名 
（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名） 

 

設 計 者 の 住 所 
（法人にあっては、主たる事務所の所在地）  

 

CASBEE建築評価員の 

氏名及び登録番号 
              （     －   ） 

届 出 種 別 
 新築・増築・ 

改築・改修 

総合設計制度

等 の 適 用 
有 ・ 無 

用 途  
建築物環境性能表示の 

広告への表示の予定 
有 ・ 無 

工 事 着 手 

予 定 日 
  年 月 日 

建築物環境性能表示の 

広告以外への表示の予定 
有 ・ 無 

工 事 完 了 

予 定 日 
  年 月 日 

建築物環境性能表示の 

表 示 の 予 定 日 
年 月 日 

敷 地 面 積 ｍ2 建 築 面 積 ｍ2 

延 べ 面 積 ｍ2 階 数 地上  階/地下  階 

構 造   造 高 さ ｍ 

連 絡 先 
        

   （電話番号） 

建築物の環境配慮のために講じようとする措置  建築物総合環境評価基準による評価結果  別添評価結果による 

 
条 例 第 ７ 条 第 １ 項 の 

規 定 に よ り 届 け 出 る 場 合 

省エネルギー基準への適合状況   

再生可能エネルギー利用設備の導入の検討結果  別添検討結果による 

※受付欄 

 

注１ 「延べ面積」欄には、増築又は改築を行う場合にあっては、当該増築又は改築に係る部分の面積を

記入してください。 

２ 「省エネルギー基準への適合状況」については、根拠資料を添付してください。 

３ ※印の欄については、記入しないでください。 

第１号様式（第４条関係） 
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建築物環境評価書 
年  月  日 

 

大阪市長  様 

 

届出者 住 所 

氏  名                

（法人にあっては、その名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名） 

 

大阪市建築物の環境配慮に関する条例第７条第３項の規定により、次のとおり届け出

ます。 

建 築 物 

の 名 称 
 

建 築 物 の 

所  在  地 
大阪市    区 

CASBEE建築評価員の 

氏名及び登録番号 
            （     －   ） 

届 出 種 別 既存 
建築物環境性能表示の 

広告への表示の予定 
有 ・ 無 

用 途  
建築物環境性能表示の 

広告以外への表示の予定 
有 ・ 無 

敷 地 面 積 ｍ2 建 築 面 積 ｍ2 

延 べ 面 積 ｍ2 階 数 地上  階/地下  階 

構 造 造 高 さ ｍ 

連 絡 先 
 

（電話番号） 

建築物の環境配慮のための措置 

及びその評価結果 
別添評価結果による 

※受付欄 

 

注  ※印の欄については、記入しないでください。 
  

第２号様式（第４条関係） 
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建築物環境計画変更届出書 
 

年  月  日 

 

大阪市長  様 

 

届出者 住 所 

氏  名                

（法人にあっては、その名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名） 

 

大阪市建築物の環境配慮に関する条例第８条第１項の規定により、次のとおり届け出

ます。 

建築物の名称  

建築物の所在地 大阪市    区 

建築物環境計画書 

等の届出年月日 

建築物環境計画書         年  月  日 

建築物環境計画変更届出書     年  月  日 

計画書公表番号  

変更しよう 
とする事項 

変更前 

 
 
 
 

変更後 

 
 
 
 

変更の理由  

変更工事着手予定年月日   年   月   日 

変更する事項に係る 

添 付 図 書 

 
 

連 絡 先 
 

（電話番号） 

※受付欄 

 
 

注  ※印の欄については、記入しないでください。 
  

第３号様式（第６条関係） 
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建築物環境計画中止届出書 
 

年  月  日 

 

大阪市長  様 

 

         届出者 住 所 

氏 名                

（法人にあっては、その名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名） 

 

大阪市建築物の環境配慮に関する条例第９条第１項の規定により、次のとおり届け出

ます。 

建築物の名称  

建築物の所在地 大阪市    区 

建築物環境計画書 

等の届出年月日 

建築物環境計画書         年  月  日 

建築物環境計画変更届出書     年  月  日 

計画書公表番号  

中止した日     年   月   日 

中止の理由  

連 絡 先 

 

 

 

（電話番号） 

※受付欄 

 

 

 

 

 

注  ※印の欄については、記入しないでください。 

  

第４号様式（第７条関係） 
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建築物工事完了届出書 
 

年  月  日 

 

 

大阪市長  様 

 

 

     届出者 住 所 

氏  名                

（法人にあっては、その名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名） 

 

大阪市建築物の環境配慮に関する条例第 10条第１項の規定により、次のとおり届け出

ます。 

建築物の名称  

建築物の所在地 大阪市    区 

建築物環境計画書 

等の届出年月日 

建築物環境計画書         年  月  日 

建築物環境計画変更届出書     年  月  日 

計画書公表番号  

工 事 完 了 年 月 日     年   月   日 

連 絡 先 
 

（電話番号） 

※受付欄 

 

注  ※印の欄については、記入しないでください。 
  

第５号様式（第８条関係） 
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建築物環境性能表示（変更）届出書 
 

年  月  日 

 

大阪市長  様 

 

   届出者 住 所 

氏  名                

（法人にあっては、その名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名） 

 

大阪市建築物の環境配慮に関する条例第 13条又は第 16条の規定により、次のとおり

届け出ます。 

建 築 物 の 名 称  

建築物の所在地 大阪市    区 

建築物環境計画書等の届

出年月日 

建築物環境計画（評価）書       年  月  日 

建築物環境計画変更届出書       年  月  日 

計画書等公表番号  

当初の表示の概要 

表 示 日： 

表示場所 ： 

表示内容 ： 

表示を変更した 

場合の変更内容 

表 示 日： 

表示場所 ： 

表示内容 ： 

変 更 の 理 由  

CASBEE建築評価員の 

氏名及び登録番号 （     －   ） 

特定環境配慮建築物販売等受託者  

準特定環境配慮建築物販売等受託者  

届出済建築物販売等受託者 

（該当する場合のみ記入）   （電話番号） 

連 絡 先 

 

   

 （電話番号） 

※受付欄 

 

 

 

注  ※印の欄については、記入しないでください。 
 

第６号様式（第 12条関係） 


